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ふれあい情報 
 2016年 11月 30日（水） 第 241号 

カ
ジ
ノ
合
法
化
法
案
の
成
立
を
阻
止
し
よ
う
！ 

退
職
者
連
合
が
廃
案
求
め
、
民
進
党
に
緊
急
要
請 

（
11
月
30
日
） 

 

衆議院内閣委員会での法案審議入りに抗議声明 

全国カジノ賭博場設置反対連絡協議会 

カ
ジ
ノ
合
法
化
に
向
け
た
「
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
（IR

）
推
進

法
案
」
に
対
し
て
、
日
本
退
職
者
連
合
は
か
ね
て
か
ら
反
対

し
、
廃
案
を
求
め
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
11
月
30
日
、
同
法

案
が
衆
議
院
内
閣
委
員
会
に
て
審
議
入
り
し
ま
し
た
。
そ
こ

で
、
退
職
者
連
合
は
こ
の
カ
ジ
ノ
賭
博
合
法
化
法
案
の
成
立

を
阻
止
し
廃
案
に
す
る
べ
く
、
民
進
党
へ
の
緊
急
要
請
を
行

い
ま
し
た
。 

 

11
月
30
日
、
午
後
１
時
30
分
か
ら

参
議
院
議
員
会
館
の
羽
田
雄
一
郎
参

議
院
議
員
の
事
務
所
を
退
職
者
連
合

の
菅
井
義
夫
事
務
局
長
、
林
道
寛
副
事

務
局
長
、
鈴
木
る
り
副
事
務
局
長
が
訪

れ
、
要
請
を
行
い
ま
し
た
。
冒
頭
、
菅

井
事
務
局
長
よ
り
民
進
党
団
体
交
流

委
員
長
で
あ
る
羽
田
参
議
院
議
員
に

要
請
書
を
手
渡
し
ま
し
た
。 

（要
請
書
は
退
職
者
連
合
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
） 

 

党
内
に
は
反
対
が
多
い
。
審
議
で
は

慎
重
な
議
論
を
重
ね
て
い
く
こ
と
が

大
切
だ
（
羽
田
参
議
院
議
員
） 

 

羽
田
参
議
院
議
員
は
、「
カ
ジ
ノ
賭

博
合
法
化
法
案
は
議
員
立
法
な
の
で
、

時
間
を
か
け
ず
に
通
っ
て
い
く
可
能

性
が
あ
る
。
推
進
議
員
連
盟
に
名
を
連

ね
て
い
て
も
積
極
的
に
賛
成
し
て
は

い
な
い
議
員
も
多
い
。
民
進
党
内
で
も

賛
否
あ
る
が
、
反
対
が
多
い
し
、
賛
成

で
あ
っ
て
も
積
極
的
で
は
な
い
。
カ
ジ

ノ
に
日
本
人
は
入
れ
な
く
す
る
と
か
、

所
得
制
限
を
か
け
る
等
の
対
策
を
つ

け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ

と
な
ど
を
含
め
、
慎
重
に
議
論
を
重

ね
て
い
く
こ
と
が
大
事
で
あ
る
と
考

え
る
」
と
述
べ
ま
し
た
。 

 

民
進
党
は
全
力
を
尽
く
し
て
（
菅

井
事
務
局
長
） 

 

菅
井
事
務
局
長
は
、「
新
聞
で
も
慎

重
で
あ
る
べ
き
と
の
論
調
が
多
い
の

が
事
実
で
あ
る
。
わ
れ
わ
れ
は
カ
ジ

ノ
賭
博
合
法
化
法
案
に
反
対
し
て
、

廃
案
を
求
め
て
い
る
。
民
進
党
と
し

て
全
力
を
尽
く
し
て
ほ
し
い
」
と
訴

え
ま
し
た
。 

 

な
お
、
菅
井
事
務
局
長
が
副
代
表

を
つ
と
め
る
全
国
カ
ジ
ノ
賭
博
場
設

置
反
対
連
絡
協
議
会
が
、
30
日
「
カ

ジ
ノ
賭
博
合
法
化
法
案
の
審
議
入
り

に
抗
議
す
る
声
明
」
を
発
表
し
ま
し

た
。 （声

明
文
は
退
職
者
連
合
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
） 

 

▲羽田委員長に要請書を手渡す菅井事務局長（右）。左から鈴
木・林両副事務局長。（11月 30日、参議院議員会館羽田事務所） 
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鳥
取
高
退
連
の
取
り
組
み
の
中
か
ら
見
え
て

く
る
も
の
は
、
退
職
者
連
合
が
め
ざ
す
地
域
・
地

区
活
動
の
一
つ
の
姿
で
す
。 

人
生
九
○
年
時
代
を
向
か
え
、
元
気
な
高
齢
者

や
退
職
者
が
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
集
う
意
義
に

は
三
つ
あ
り
ま
す
。 

第
一
は
、
趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
の
交
流
・
親
睦
な

ど
余
暇
活
動
を
通
し
た
「
文
化
的
で
健
康
的
な
暮

ら
し
」
の
充
実
で
す
。
第
二
は
、
生
涯
現
役
と
し

て
「
社
会
に
役
立
ち
た
い
」
と
の
思
い
を
実
現
す

る
こ
と
で
す
。
身
近
な
場
所
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
は
、
社
会
貢
献
と
し
て
「
生
き
が
い
づ
く
り
」

と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
も
こ
う
し
た
活
動
は
、

生
活
し
て
い
る
地
域
（
地
元
）
で
生
涯
に
わ
た
っ

て
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
＝
地
域

づ
く
り
」
に
も
つ
な
が
っ
て
い
き
ま
す
。
第
三
に

は
、
医
療
や
介
護
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
地
方
行
政

に
高
齢
者
や
退
職
者
の
声
を
積
極
的
に
意
見
反

映
さ
せ
て
い
る
こ
と
で
す
。
そ
の
た
め
の
学
習
会

を
し
っ
か
り
開
く
こ
と
も
大
切
で
す
。 

こ
う
し
た
意
義
を
退
職
者
連
合
で
は
、「
生
き

が
い
づ
く
り
」「
健
康
寿
命
づ
く
り
」「
仲
間
づ
く

り
」「
地
域
づ
く
り
」
＝
「
四
つ
の
お
達
者
づ
く

り
」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。 

 

退職者連合 

 

２０１６年１１月３０日 

 

民  進  党 

代 表  蓮  舫  殿 

日本退職者連合 

会長 阿部 保吉 

 

カジノ合法化法案の成立阻止、廃案を求める要請書 

 

謹啓、連日のご健闘に敬意を表します。また、弊日本退職者連合に対しましての

ご厚情に深く感謝申し上げます。 

さて、日本退職者連合は、かねてよりカジノ賭博の合法化に反対し、廃案を求め

て参りました。しかし、今次臨時国会で審議が行われることになったと伺っており

ます。つきましては、貴党として法案の成立阻止、廃案に向けてご尽力いただきま

すようお願い申し上げます。                      謹白 

 

 

記 

 

カジノ合法化に向けた「統合型リゾート（ＩＲ）推進法案」は、２０１３年に初

提出され、わずか一日審議されたものの、以後１年半にわたって、店晒し状態が続

いてきました。この間、世論調査ではカジノ合法化に反対する人々の数が賛成を圧

倒しており、また、新聞各紙もカジノ合法化について「反対」、あるいは「慎重に」

との社説を掲げるにいたっています。 

 

厚労省研究班の推計によれば、現在でもパチンコなどを含めたギャンブル中毒の

疑いのある人は全国で５３６万人にも上り、成人男性の８・７％を占めているとい

います。カジノ合法化となればその数はさらに増え、多重債務による家庭崩壊や資

金欲しさに犯罪に走るケースなども懸念されます。また、反社会的勢力による闇支

配や青少年の健全育成に悪影響を及ぼし、高齢者がなけなしの預貯金や年金を巻き

上げられ、塗炭の苦しみに喘ぐようなことにもなりかねません。貴党の中にも経済

振興策としての導入を主張する向きもあるようですが、これほど筋の悪い経済振興

策はありません。 

 

以上により、日本退職者連合は本法案の成立に反対し、廃案にしていただくよう

強く求めます。 

以上 

 


